
は じ め に

現在，日本経済史と開発経済学のボーダーレス化が進展している。同時にグローバル

経済史の登場により，経済史においてもボーダーレス化が同時に進行中である。拙稿

（2016a）で明らかにしたように，日本経済史＆開発経済学とグローバル経済史の説明

体系は全く異なるが，分析理論の出発点は共通している。「市場（market）」か「企業
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制度的アプローチの再検討

ダグラス・ノースの国家論を中心に

小木田 敏 彦

要 旨

地域経済史とグローバル経済史は国家論を媒介として有機的に接合し得る。そこで，本稿

ではその手掛かりをノース（2013）の国家論に求めた。ノース（2013）の国家論の最大の特

徴は「契約説」と「収奪・搾取説」を融合している点にあり，近代日本における在来部門と

移植部門の併存関係を説明するのに有効な視角となる。また，明治維新の歴史的意義を再検

討するに際しても財産権の調整という壮大な展望が拓ける。

ノース（2013）は新古典派経済学批判を通じて歴史的展望のインプリケーションを得てい

る。資源の希少性という古典派経済学の前提を無批判にアメリカ史にも適用しているが，ハ

バカク・テーゼはこの考え方が事実誤認であることを示唆している。この点を修正すること

で，新古典派経済学への理解が深まるだけではなく，イギリス産業革命とアメリカ産業革命

において国家が果した役割についての壮大な展望が拓ける。

ハバカク・テーゼはイギリスとアメリカとで軸となる産業組織や技術進歩の方向性に違い

があったことをも示唆している。「工場制」を軸としていたアメリカでは，各産業が共通の

技術的課題を抱えており，産業の壁を超えて連続的に技術のスピルオーバーが生じた。そし

て，イギリスを凌駕するスピードで成長を遂げ，新たな財産権の体系を生み出した。この結

果，日本の輸出向在来産業は財産権の効率化を迫られた。

キーワード：ダグラス・ノース，国家論，財産権，ハバカク・テーゼ，技術進歩の方向性

InstitutionalApproachReconsidered:

FocusingonDouglassNorth・sTheoryoftheState
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（firm）」かという観点に立った場合，前者が「市場」，後者が「企業」の立場を代表し

ているからである。よって，双方のボーダーレス化は実現可能であり，日本の近代化は

双方の架け橋となる「知」のフロンティアたり得る。同様の問題意識の下，拙稿

（2016b）では「適正技術（appropriatetechnology）」に注目することで比較経済史的

な検討を行った。これに対して，本稿では生産組織と生産技術の双方を包摂し得る歴史

分析の枠組みについて検討してみたい。

日本経済史＆開発経済学は地域に「市場」の原風景を求める点に方法論的な特徴があ

る。しかし，拙稿（2016b）で「反発型ナショナリズム（reactivenationalism）」の問

題を取り扱うことができなかったことに象徴されるように，地域経済と世界経済を無媒

介に接合するアプローチには限界がある。この限界を超えるには，明治維新に関する新

たな解釈も必要になる。そこで，本稿が注目したいのがノース（2013）の国家論である。

拙稿（2016a）で指摘したように，たしかにグローバル経済史はノース＆トーマス

（1980）やノース（2013）の制度的アプローチに批判的である。しかし，蒸気機関，お

よびこの技術に立脚した欧米の国民経済に対して，日本がどのように対抗しようとした

のかという視点が，日本の近代化研究には不可欠なはずである。従来，この問題は自由

貿易帝国主義的な観点に立った「外圧」の問題とされてきたが，本稿ではノース

（2013）の国家論の観点から別の見解を提示してみたい。

ノース＆トーマス（1980）は財産権理論を西欧経済史に応用した研究書であるが，財

産権理論そのものの日本経済史への応用は別稿での課題としたい。これに対して，ノー

ス（2013）は研究書というよりも，明らかに玉石混交の雑な講義ノートの体をなしてい

る。しかし，その �玉�の部分のみを抽出すれば，まさに �知的冒険�と呼ぶにふさわ

しい内容となっている。そこで，その �玉�の特徴と本稿での注目点について簡単に説

明しよう。まず，本稿が注目する国家論であるが，ノース＆トーマス（1980）は財産権

における効率性の違いを国家の限定合理性によって説明している。これに対して，ノー

ス（2013）は効率性の異なる財産権が生成される理由を検討するために，新古典派経済

学とマルクス経済学の2つの国家論を折衷した独自のアプローチを提示している。そこ

で，まずはこのアプローチを概観し，日本の近代化への適用可能性について展望する。

ノース（2013）を �知的冒険�と呼び得る第2の理由は，古典派経済学と新古典派経

済学，マルクス経済学を理論的に再検討し，そこから得られたインプリケーションから

歴史を展望しようと試みている点にある。筆者も含めて地理学者や歴史学者は経済学理

論に疎いのが常なので，日本においてノース（2013）の追随者が少ない最大の理由は恐

らくここにある。しかし，極めてユニークな着想であるだけではなく，理論が生み出さ

れた当時の社会的状況を反映しているとすれば，ある意味で理にかなった手法だと言う

こともできる（1）。ただし，追随しない側にも一定の理があって，理にかなった手法でも
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度が過ぎれば収穫逓減の法則に囚われる。本稿ではイギリス産業革命とアメリカ経済史

に関するノース（2013）の分析を地理学の立場から批判的に検討することで，以上の点

を明らかにし，修正を試みたい。

ノース（2013）を �知的冒険�と呼び得る第3の理由は，自己否定につながり得る議

論をも果敢に展開している点にある。ノース＆トーマス（1980）は知的財産権がイギリ

ス産業革命を惹き起こすインセンティヴとなったことを示唆している。これに対して，

ノース（2013）は技術進歩のペースが加速化した理由をより重視し，知的財産権が先か

技術進歩が先かといった議論を展開している。言い換えれば，知的財産権が経済発展に

果たす役割は，社会経済的状況により異なるということでもある。そこで，本稿ではこ

の議論を批判的に検討することによって，日本の近代化を検討する上で有効なインプリ

ケーションを導き出したいと考えている。以上のテーマ選定に関しては恣意性が強く一

貫性に欠けるとする批判もあろうかとは思うが，各テーマの内的連関性は個別の検討内

容と深く関係するため，一貫した戦略性があることは「おわりに」で簡潔に説明する。

Ⅰ．国家と財産権のダイナミズム 新たな「外圧」観

1．新古典派経済学における2つの国家観 明治維新の見直しに向けて

ノース（2013:51）によれば，新古典派経済学には「契約説（acontracttheory）」

と「収奪・搾取説（apredatoryorexploitationtheory）」という2つの国家観が併存

している。このうち新古典派経済学の主流派は「契約説」の立場に立っている。「契約

説」において，国家は「社会の富を最大化する役割（theroleofwealthmaximizerfor

society）」を果たす存在とされている（ノース2013:51）。そして，「経済成長を実現す

るためには，他人との関係で個人の行動を制限する契約（acontractlimitingeach

individual・sactivityrelativetoothers）が不可欠である」という理由から，ノース

（2013:51�52）は「契約説」的な国家において「経済成長を促す効率的な財産権（effi-

cientpropertyrights）が発達する」と指摘している。

これに対して，「収奪・搾取説」はマルクス主義者に代表されるが，一部の新古典派

経済学者もこの立場に立っている。「収奪・搾取説」において，国家は「独占利潤

（rents）」の搾取を目的とした「集団・階級の代理機関（theagencyofagroupor

class）」とされる（ノース2013:52）。このため，国家は「そうした集団・階級のため

に他の構成員から利益を搾り取る（extractincomefrom therestoftheconstitu-

ents）」ために，「社会全体の富への影響を考えずに，支配集団の収入最大化につながる

財産権を設定する（specifyasetofpropertyrights）」とされる（ノース2013:52）。

ノース（2013）は言及していないものの，この状況でも恣意的な収奪を阻止する財産権

制度的アプローチの再検討
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が確立されていれば，経済成長の十分なインセンティヴになることを付け加えておこう。

注目されるのは，新古典派経済学的に「契約説」を突き詰めると「収奪・搾取説」に

なるという指摘である（ノース2013:95）。ここに国家論におけるノース（2013）の独

創性が凝縮されている。「国家はすべての契約について第三者的な立場（thethird

partytoeverycontract）にあると同時に，強制力の源（theultimatesourceofcoer-

cion）でもある」（ノース2013:52）。このうち，強制力を発揮した国家は「ホッブズ型

国家モデル（theHobbesianmodelofthestate）」と呼ばれている（ノース2013:95）。

問題は「新古典派の個人にとってはルールに背くことも利益になる」ということである

（ノース2013:96）。この場合，特定の集団利益のために強制力を発揮して，一部の集団

に不利益を強要したとすれば，たしかに国家は容易に「契約説」モデルから「収奪・搾

取説」モデルに変貌し得る。

ただし，ルールに従うことが利益になる場合はこの限りではない。「支配者の規定す

る所有構造（ownershipstructure）が，新古典派の成長モデル（neoclassicalgrowth

models）で想定されうるような効率性の基準（efficiencystandards）に合致するとい

う特殊な場合」には，「純粋な契約説（thepurecontractcase）」が成立し得る（ノー

ス2013:62）。つまり，「私的な収益率（theprivatereturn）を社会の収益率（theso-

cialreturn）に近づけ，経済成長に必要なインセンティヴを働かせること」ができた

場合である（ノース2013:21）。しかし，「純粋な契約説」モデルの国家は稀有な事例だ

とされているため，具体的な検討は後段に譲り，ひとまず一般に国家は「収奪・搾取説」

を基調としつつ，「契約説」的な側面をも兼ね備えた存在だとするノース（2013）の国

家論の検討を優先しよう。

以上の状況を，ノース（2013:57）は「二律背反（dichotomy）」の関係と捉えてい

る。つまり，国家はまず「支配者に入る独占利潤（therentsaccruingtotheruler）

を最大化する」ために，「生産要素・生産物市場（factorandproductmarkets）の双

方で所有構造（theownershipstructure）を明確にし」なければならない（ノース

2013:55）。そして，この目的の範囲内で「取引コストを引き下げ，社会の生産（output

ofthesociety）を最大化し，国家に入る税収（taxrevenuesaccruingtothestate）

を増やす」必要もある（ノース2013:55）。しかし，本来「支配者（と支配集団）の独

占利潤を最大化する所有権構造（theownershipstructure）」と「取引コストを引き

下げて経済成長を促す効率的な制度（anefficientsystem）」は根底において対立関係

にある（ノース2013:57）。このように，国家は構造的な危機を内包しているという見

方が，ノース（2013）の最も独創的な部分である。
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2．国家的危機の構造 歴史分析の枠組としての「国家」

この場合，「契約説」的な側面が発達すると，必然的に国家は政治的に不安定化する

ことになる。そして，不安定化に伴う政治過程は，財産権に関する国家の「調整過程

（theadjustmentprocessofthestate）」（ノース2013:63）と規定されている。たと

えば，ノース（2013:62）は国家的危機の本質を「支配者（もしくは支配階級）の独占

利益を最大化する財産権構造（propertyrightsstructure）」と「経済成長を促す財産

権構造」の対立状況と捉えている。つまり，旧い財産権と新しい財産権との間に調整が

必要になっている状況である。このため，「マルクスの生産様式の矛盾という概念（the

Marxiannotionofthecontradictionofthemodeofproduction）」の本質も，「所

有構造（ownershipstructure）と，技術革新（anevolvingsetoftechnological

changes）に伴う潜在利益（potentialgain）の実現が両立しない状況」と規定されて

いる（ノース2013:62）。

技術革新により新たな財産権が発生したことが示唆されていることから，以上の図式

では明らかにイギリス産業革命が念頭に置かれている。しかし，経済的な停滞もまた国

家の不安定要素だと，ノース（2013:63）は指摘する。この問題に関する分析から得ら

れるシナリオは，日本の幕末期を想起させるものとなっている。ノース（2013:63）に

よれば，「経済が停滞した国家（stagnantstates）でも，構成員の機会費用に変化がな

い場合（aslongasthereisnochangeintheopportunitycostofconstituentsat

home）」は「存続が可能」である。訳書では ・athome・が訳出されていないが，「自

国内」という条件を加味すれば，鎖国下の日本はこのケースの典型にあたる。そして，

開国・開港により，幕府による独占的な海外貿易の枠組みが崩壊したため，「機会費用」

に大きな変化が生じていた。

この変化によって，新たな財産権が生じれば国家的な危機が生じる得る。この危機に

関して，ノース（2013:63）は「周囲に効率的な国家があるという意味で（inthecon-

textofmoreefficientneighbors）財産権が相対的に非効率な国は存続が危うくなる

（relativelyinefficientpropertyrightsthreatenthesurvivalofastate）」と指摘し

ている。幕末の日本にとって，欧米列強はまさに「効率的な国家」に他ならなかった。

問題は各藩がそれぞれ単独で国際市場に参入する制度が，「効率的な国家」の礎を構築

し得たかどうかである。ここには従来の自由貿易帝国主義に基づく「外圧」観とは全く

異なった新たな「外圧」の問題が示唆されている。その上でさらに，ノース（2013:63）

は「支配者は国が滅びる（extinction）のを待つか，基本的な所有権構造（thefunda-

mentalownershipstructure）の見直しを通じて社会の取引コストを下げ，経済成長

を促すかの選択に迫られる」とまで指摘している。引用中の「国」を「藩」に置き換え

制度的アプローチの再検討
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れば，国際市場に参入する中で各藩が生存競争を繰り広げるという一種の地獄絵図が思

い浮かぶ。この国家的な修羅場を回避すべきだとする政治的判断がこの当時にあったと

すれば，ここから明治維新を「基本的な所有権構造の見直し」の観点から再検討すると

いう壮大な展望が拓けてくる。

また，貿易面のみならず，「武装した騎士が槍で戦う（thearmedknightwith

lance）騎士道の時代は終わりを告げ」，「訓練の行き届いた規律のある実戦部隊（a

trained,disciplinedfightingforce）と，大砲やマスケット銃など高コストの装備が

不可欠になった」（ノース2013:253）という中世末期の西欧に関する指摘は �黒船来航�

を連想させ，想像力をさらに掻き立てる。そして，この指摘に続けて，ノース（2013:

253）は経済理論を用いて「類推（ananalogy）」を行っている（2）。中世末期に西欧で

軍事費が膨れ上がった状況を，「多数の中小企業が競争している産業（acompetitive

industrywithalargenumberofsmallfirms）」において「効率的な企業の規模（effi-

cient-sizefirm）が拡大した」状況になぞらえているのである。たしかに作業仮説にす

らほど遠いが，この「類推」には「財産権の保護が地方の領主（locallords）や自主組

織（voluntaryassociations）から国家に移行する」（ノース2013:259）過程に関する

大きなヒントも隠されている。

3．日本の近代化研究へのインプリケーション

以上の「類推」は戦前期における日本の紡績業の状況をもよく説明する。いわゆる

「二千錘紡績」は政府主導の下で普及が図られた。その発端は1878（明治11）年2月に

政府がイギリスに二千錘紡績2基を発注したことに始まる（古島1966:195�198）。うち

1基は官営愛知紡績所が使用することとなり，1881（明治14）年12月に本格的な操業

を開始した。また，もう1基は広島紡績所が使用することとなったが，官費での建設工

事が終了する前に広島県に払い下げられた。さらに，1889（明治12）年には10基を追

加発注し民間に払い下げることが決定され，いわゆる「十基紡」の計画が始まった。こ

れとは別に，1890（明治13）年には大阪と宮城に「別途払下紡績機械場」と呼ばれる

二千錘紡績が開設されている。しかし，二千錘紡績はこの当時のグローバル経済におけ

る「効率的な企業の規模」に達していなかったのである。

「効率的な企業の規模」に関して，たとえばインドのムンバイでは95工場の平均規模

が2万 3,800錘であった（古島1966:262�265）。このため，大阪紡績会社は1893（明治

16）年7月に1万 500錘で操業を開始し，3年後には3万 1,600錘に規模を拡張してい

る。また，明治20年代には紡績工場の増資と規模拡大が進展し，いわゆる「一万錘紡

績」が各地で設立された。後述するように，こうした巨大資本が加盟する紡績連合会は

「支配集団」の一翼を担っており，インド原綿の輸入に対する輸入関税免除の運動を展
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開していった。さらに「紡績連合会は渋沢栄一を介して，日本郵船会社と交渉し，1カ

年5万俵の輸送を連合会が保証することによって，日本郵船はボンベー・日本間の新航

路を開くことを決定」し，1899（明治22）年11月より就航を開始した（古島1966:

325）。この結果，インド原綿の輸入は急増の一途を辿ることとなる。

こうした動向に対して，綿作農民は1896（明治29）年まで反対運動を繰り広げた。

しかし，結局，関税撤廃を阻止するには至らず，綿作の衰退を食い止めることはできな

かった。このように，明治政府は紡績連合会という「支配集団」の収入を最大化させる

ような財産権の設定を行ったのである。「支配集団」に関して，たとえば創業時の大阪

紡績会社の出資金25万円のうち10万6,500円は17名の「華族資金」であり，渋沢栄

一が「華族を説得しての大口出資」に成功したことで「各界の有力者が動かされ」て追

加の出資が実現している（古島1966:364）。政府が中立的な「第三者」であるためには，

「政治システムの利用コストを極めて高いものにする」（ノース2013:342�343）以外に

方策はない。しかし，その利用コストは綿作農家にとって負担し得ない費用だったのに

対して，「支配集団」の利益を代表する紡績連合会には容易に負担できるものであった。

ノース（2013）の国家論に立てば，有閑階級である「華族」こそ「支配集団」と呼ぶ

にふさわしい。「華族」のうち大名華族は旧支配階級であったが，そもそも「華族」と

いう身分は版籍奉還に対する見返りであって，この改革の本質な部分は種々の特権の交

換取引にあったと考えられる。また，中央集権化の過程で，明治政府は「競争上の制約

（acompetitiveconstraint）」（ノース2013:61）に直面せざるを得なかった。旧大名

は多くの家臣を抱えており，明治政府にとってこうした家臣団は「別の支配者への鞍替

えが可能な集団（groupswithcloseaccesstoalternativerulers）」（ノース2013:61）

だった。したがって，もし旧大名に「富や利益の面で不利な財産権を設定すれば，支配

者は立場が危うくなる（therulerwillbethreatened）」（ノース2013:61）。つまり，

特権の交換取引は不成立に終わったと考えられる。したがって，権力基盤を安定化させ

るために，財産権構造に旧大名への配慮を反映させる必要があったことは確かであろう。

大阪紡績会社は一例に過ぎないが，「華族」が経済的な面で財産権に依存している状

況は国家の安定性に大きく寄与したと考えられる。他方で明治30年代に入ると紡績会

社の吸収・合併が本格的に進展する。まさに「生存競争が激化し，必然的に企業が減り，

適正規模の大企業（largefirmsofoptimum size）が生き残る」のだが，「この新たな

均衡状態も不安定（unstable）であ」った（ノース2013:254）。この結果，紡績資本

は政府との結びつきをさらに強めていった。しかし，この間，在来産業の大半は依然と

して「多数の中小企業が競争している産業」のままであり，同業組合などの「自主組織」

による「財産権の保護」が効率的であった。このため，在来部門に眼を向けると，明治

政府の「契約説」的な側面が際立つことになる。このように近代部門と在来部門は好対
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照をなしており，明治政府もまた「収奪・搾取説」を基調としつつ，「契約説」的な側

面をも兼ね備えた存在であったと見ることができる。

ただし，ノース（2013）の国家観では，「自主組織」による「財産権の保護」の問題

が死角に入っている。国家と「自主組織」との間の「交渉過程（thebargainingproc-

ess）」（ノース2013:239）という発想はあっても，「自主組織」内の「交渉過程」，ある

いは自生的ルールの効率性という発想に欠けるからである。このため，ノース（2013:

82）は「権限を駆使しない形態の組織（non-authoritative,organizationalforms）」

と「統制の取れた階層的な企業構造（thedisciplinedhierarchicalfirm）」の効率性を

問題視し，「米国の経済史（Americaneconomichistory）を振り返」った時，「ユー

トピア的な組織，協同組織など，実験的な形態の組織（utopian,cooperative,and

otherexperimentalorganizationalforms）」は数多あるが，「普通の企業（thetradi-

tionalfirm）と競争して生き残っている」例は多くないと批判的である（3）。したがって，

今後は近代日本の豊富な事例をもとにして，この自生的ルールの効率性という死角を補っ

ていく必要がある。

Ⅱ．経済学理論からのインプリケーション 国家と技術進歩について

1．「純粋な契約説」の具体例 新古典派経済学誕生に関する制度派的見解

19世紀初頭のアメリカは「契約説」が妥当する国家の典型であった。「マルサス的制

約（theMalthusianchecks）」に直面していない社会に関して，ノース＆トーマス

（1980:31）は「豊富な土地があるところでは，私的および社会的な利益と費用とは大

体において等しかった（inaworldofabundantland,privateandsocialbenefitsand

costswereapproximatelyequal）」と述べている。しかし，人口増加とともに土地と

いう資源は希少化する。そして，「すべての優良地が耕作され，収穫逓減が始まると，

私的および社会的費用・便益（privateversussocialcostsandbenefits）は急速な乖

離（asharpdivergence）を経験する」（ノース＆トーマス1980:31）。以上は中世の

西欧に関する記述であるが，19世紀初頭のアメリカは近代国家でありながら，豊富な

土地や森林，水力といった資源に恵まれていた。

また，建国当時の合衆国憲法は，イギリスの伝統である「強大な国家への根深い不信

感（thedeepdistrustofapowerfulstate）」を受け継いでいた（ノース2013:340）。

このため，国家による財産権の侵害を厳しく制限していた。こうした態度は「対立する

集団（conflictinggroups）に財産権を再編する政治権限（accesstopoliticalrestruc-

turingpropertyrights）を認めれば，他の集団やシステムの存続（theviabilityof

thesystem）を犠牲にして，富と所得の再分配（redistributewealthandincome）
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に乗り出す」という現実主義的な懸念に起因していた（ノース2013:341）。つまり，集

団間の収奪・搾取による社会的な混乱が懸念されていたのである。このため，こうした

混乱を回避するために，憲法によって「社会集団が政治過程を通じた富と所得の再分配

を目指しても（effortstowardredistributingwealthandincomethroughthepoliti-

calprocess），利益が得られない構造をつくろうとした」のであった（ノース 2013:

342）。これは政治的不安定性の火種を抱えていたからであった。

アメリカは独立戦争時代から，北部と南部とで異なる財産権構造が政治的な潜在的不

安定要素になっていた。北部では「個人の土地所有（individuallandholdings）」を

特徴としていたのに対して，南部では奴隷を使用するプランテーション大農園が発達し

ていた（4）ためである（ノース2013:266）。このため，ノース（2013:343）は「奴隷制

の廃止（theabolitionofslave）」を「19世紀の大きな財産権の変更（theonemajor

changeinpropertyrights）」だと述べている。しかし，建国当初，北部と南部の対立

は豊富な土地資源のために回避されていた。合衆国憲法で財産権を安定化させ，その構

造の効率性を競うことなく双方が経済成長を実現したのである。しかし，成長の結果，

資源の希少化が危惧され始め，財産権の調整が政治問題化した。これが財産権理論の観

点から見た「南北戦争（theCivilWar）」の歴史的意義であり，この調整後に政治過程

を媒介とした「富の再配分（redistributionofwealth）」が実現される国家へと変貌を

遂げていったのであった（ノース2013:343）。

新古典派経済学は財産権の安定化によって誕生した。財産権が安定し「市場が何の制

約も受けずに拡大していた時代（ahistoricalcontextofgrowing,unfetteredmar-

kets）に，私有権システムの中で行われる交換取引（exchangewithinasystem of

privatepropertyrights）を土台（cornerstone）に理論を構築した」のであった（ノー

ス 2013:345）。このため，新古典派経済学者の「最大の関心事（mainconcern）」は

「経済効率（economicefficiency）」にあった（ノース2013:345）。注目されるのは，

憲法解釈そのものが新古典派的であったという事実である。たとえば，憲法解釈におい

て「どのような権利侵害が法的に正当と認められるのか（whatconstituteslegally

justifiableinjury）は対立する財産権の利用（conflictingpropertyuses）で相対的

にどちらが効率的かを最大の判断基準（paramounttest）とすべきだ」とする考え方

に基づいていた（ノース2013:344）。したがって，南北戦争も「新古典派の理論と同じ

効率基準（thesameefficiencycriteria）」（ノース2013:344）に基づいていたことに

なる。そして，前述のように，南北戦争を機に国家は次第に様々な利益団体の代理機関

と化していったのであった。

以上の制度的条件の下でアメリカ資本主義が成長軌道に乗ったことは，「コストゼロ

で執行できる完璧に規定された所有権（perfectlyspecifiedandcostlesslyenforced
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propertyrights）」（ノース2013:21）の存在を示唆している。この問題に関しては，

恐らくは各州が大きな役割を果たしたものと推察されるが，残念ながら「十三州連合時

代（theperiodofconfederation）の各州の行動（thebehavioroftheindividual

states）」（ノース2013:340）に関する詳細な検討は割愛されている。その代わりに，

ノース（2013:122）は「古典派の陰鬱な理論（thepessimisticmodel）」と「新古典

派の明るい理論（theoptimisticmodel）」の対照性に「経済史を考える上で」の「大

きなヒント（powerfulinsights）」を求めている。この「陰鬱な理論」とは「マルサス

的制約」下の状況を示唆している。しかし，直観やアナロジーに過度に頼った分析は危

険をも伴う。たとえば，植民地時代のアメリカでは「労働力不足（thescarcityof

labor）」と「資源状況（theresourceendowments）」が「様々な結果を招い」ていた

（ノース 2013:266）。こうした状況を前提にすれば，「明るい理論」に関してノース

（2013）とは異なる解釈が得られる。

2．技術進歩に関するオルタナティヴな視点 新古典派批判の新たな展開

ノース（2013）の議論を注意深く検討すると，ある興味深いインプリケーションが得

られる。地理学的に言えば，古典派経済学と新古典派経済学の違いは地理学における地

人相関論の領域に属する。新古典派経済学は南北間の潜在的な政治的緊張関係のみなら

ず，人口に対して豊富な土地や森林という資源，あるいは豊富な水力資源を背景として

誕生した。つまり，新古典派経済学は「マルサス的制約」という前提を取り払い，古典

派経済学をアメリカ化することによって誕生したと見ることができるのである。ノース

（2013）による新古典派経済学批判にはこの解釈を裏づける指摘がある。「個人が選択す

ると，望んだ通りの結果が出ている（coincidencebetweenpeople・schoicesandthe

desiredresults）」（ノース2013:21）という前提への批判である。ノース（2013:22）

は「至るところでモノが不足している状態（ubiquitousscarcity）では，競争を通じ

て非効率的なものが消え，相対的に効率の良い制度・政策・個人行動が存続する」とい

う基本認識に立っている。しかし，新古典派経済学がモノ不足や「マルサス的制約」を

想定していないとすれば，この前提はまさに �アメリカン・ドリーム�を指していると

解釈することができるのである（5）。

そこで以上の反批判を前提として，ノース（2013）が「明るい理論」の核心部分であ

ると規定する技術進歩の問題について検討しよう。人類は技術進歩によって「マルサス

的制約」を克服したという揺るぎない信念の下で，ノース（2013:312）は「新古典派

の薔薇色の理論（optimisticassumption）」に説得力が生まれた原因が「科学と技術

が融合（theweddingofscienceandtechnology）」したからだと指摘している。そ

して，この融合を後押ししたのが「財産権の進化（theevolutionofpropertyrights）」
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であり，「私的な収益率（theprivaterateofreturn）を社会の収益率（thesocial）

に近い水準にまで引き上げた」と議論を展開している（ノース2013:314）。この場合の

「私的な収益」とは発明家の収益を指し，「社会の収益」とはその発明によって社会にも

たらされた収益を指す。そして，「財産権」とは「社会の収益」の一部が発明家に還元

される仕組みであって，実はここで財産権理論という切り札を展開しているのである。

そして，以上のような前提に立って，ノース（2013:293）は「なぜほとんどの古典

派経済学者は周囲で起きている産業革命を見逃したのか（Whydidmostclassical

economistsmisstheIndustrialRevolutionwhilelivingthroughit?）」という刺激

的な問いかけを行っている。この問題に対する解答は急激な変化ではなかったという凡

庸で自由主義的な産業革命観の繰り返しであって，読者の期待を完全に裏切る結果となっ

ている。しかし，ノース（2013）に代わって，この問題を掘り下げて検討すれば，次の

2つの要因が決定的に重要であったと考えられる。要因のひとつは，明らかに当時のイ

ギリスの財産権構造にあった。産業革命によって新たな財産権が発生し，アダム・スミ

スは重商主義批判という形で財産権を調整する必要を訴えていた。しかし，航海法に象

徴されるように，当時のイギリス国家は地主や商業資本家の歴然たる代理機関であって，

経済成長を促す効率的な財産権への調整に消極的であった。加えて，ナポレオン戦争終

結後には穀物法も制定され，旧い財産権が強化されることとなった。以上のような政治

的状況を勘案すれば，イギリスの産業資本家が技術進歩による発展という未来を夢想し

得る状況にはなかったように思われる。

この見解を裏づけるように，マーシャル（1965:147）は「新しい組織とともに大き

な弊害が起こった（theneworganizationwasaccompaniedbygreatevils）」と指

摘している。たとえば，「アメリカ植民地の独立にすぐつづいてフランスとの戦争（the

greatFrenchwar）が起こり，この開戦時にイギリスの蓄積された富の総額以上の戦

費（morethanthetotalvalueoftheaccumulatedwealthshehadatitscommence-

ment）を消耗することになった」（マーシャル1965:148）。また「未曽有の一連の凶作

（anunprecedentedseriesofbadharvests）が起こってパンの価格をおそろしくつり

あげ」，「救貧法関係の行政（amethodofadministrationofthepoorlaw）」が「人々

の独立心と活気（theindependenceandvigourofthepeople）をむしばむ」結果に

なった（マーシャル 1965:148）。そして，こうした災禍の原因が「無制限な競争の急

激な導入（thesuddenoutbreakofunrestrainedcompetition）」に帰せられていた

ため，イギリスの「自由企業（freeenterprise）」は十分に活躍できる社会的環境にな

かったのである（マーシャル1965:148）。

もうひとつの要因は技術進歩の方向性が予測不能であったことである。知的財産権は

確かに技術開発のインセンティヴとなるが，技術進歩の方向性は社会経済的状況により
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大きく左右される。たとえば，人類史に多大な影響を及ぼした発明に鉄道がある。しか

し，交通革命は予測不能であった。周知のようにその偉大な足跡は，1825年にジョー

ジ・スティーブンソンがロコモーション（Locomotion）号を開発したことに始まる。

しかし，レールの強度不足のために実用化は見送られたものの，それに先立つ1804年

にリチャード・トレビシックは鉄製レール上を走行する蒸気機関車ペナダレン

（Penydarren）号を発明している。この両者の明暗を決したのは穀物法であった。産

業革命期のイギリスでは輸送用に広く馬が使用されていたため，穀物高騰のしわ寄せは

飼料代や輸送費にまで及んだ。この結果，「安い石炭と高い飼料」という相対価格の変

化が生じ，「機械力による畜力の代替を刺戟した」のである（シヴェルブシュ1982:6）。

皮肉にも新しい未来は旧い財産権の強化により切り拓かれたのであった（6）。

アメリカにおける技術進歩にも方向性が存在した。しかし，イギリスとは異なり，そ

の方向性はいわば �技術開発というフロンティアにおけるマニフェスト・デスティニー�

と呼び得るものであった。グローバル経済史のアレン（2012:110）は，アメリカでは

「フロンティアに自由にできる土地が潤沢に存在したことが実質賃金を高めることになっ

た（theabundanceoffreelandonthefrontiergeneratedhighrealwages）」とい

う「ハバカク・テーゼ（Hubakkukthesis）」（7）を論拠に，「1人あたりのGDPを引き

上げ，賃金をさらに押し上げることになる労働節約型技術を創出するビジネスを誘発し

た（inducedbusinessestoinventlabour-savingtechnologythatpushedupGDP

perheadandultimatelyraisedwagesevenfurther）」と指摘している。つまり，土

地と労働力の相対価格を比較した場合，イギリスでは �高い土地と安い労働力�という

状況であったのに対して，アメリカでは �安い土地と高い労働力�という状況であった。

�安い土地と高い労働力�という状況であろうと，大半が自営業者であれば私的収益

率と社会的収益率はほぼ一致するため，イギリスとの間に大きな違いは生じない。しか

し，労働者を雇用して生産規模を拡大しようと試みた瞬間に状況は一変する。仮に労働

者「1人あたりのGDP」の上昇率を私的収益率とし，この労働者を雇用する工場や農

園の合計的な収益率を社会的収益率としよう。この場合，�安い土地と高い労働力�と

いう状況であるため，必然的に私的収益率が上昇するのに対して，社会的収益率は下落

する傾向にある。一般に私的収益率と社会的収益率の乖離は「外部性（externalities）」

と呼ばれるが，この「外部性」は「労働節約型技術」を導入することによって容易に内

部化され得る。このため，アメリカでは市場が技術開発の牽引役となって，技術進歩に

「労働節約型技術」という方向性が定められていた。このように，イギリスとは対照的

にアメリカでは「技術的発展の方向（thedirectionoftechnologicaldevelopment）」

（ピオリ＆セーブル1993）が明確であった。
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3．産業革命論に対する批判的検討 アメリカとイギリスの比較経済史

アメリカでは「技術的発展の方向」が生産組織をも規定していた。「労働節約型技術」

を導入すれば，必然的に「工場制（thefactorysystem）」が成立するからである。イ

ギリス産業革命に関して，ノース（2013:304）は「作業場の集約に向けた緩やかな動

き（thegradualmovetocentralworkplaces）は，中央動力源（acentralpower

source）の開発では説明できない」と指摘している。「緩やかな動き」とされているの

は，「家内制手工業（handicraft）→問屋制家内工業（putting-outsystem）→工場制」

への移行に300年以上を要したからである。たしかにこの緩やかさには前述の財産権構

造が少なからず関係しているかも知れない。しかし，より重要なのはアメリカの綿工業

がこうした発展段階を辿らずに，短期間で「家内制手工業」から「工場制」への移行を

遂げたこと，そして「工場制」の成立が「中央動力源の開発」，つまり豊富な水力資源

を求めて立地選択で説明できることである。そして，この2点はさらに南北戦争後にお

けるアメリカの急成長をもよく説明し得るのである。

「労働節約型技術」を使用し，商業的に成功した最初の工場は，1793年にサミュエル・

スレーターが設立した紡績工場であった（アレン2012:111）。スレーターは「アークラ

イト工場に徒弟として雇われていたイギリスの青年」であり，ロードアイランド州パウ

タケット（Pawtucket）のブラックストーン河畔（BlackstoneRiver）にアークライ

ト型紡績機を備えた工場を建設した（小原1965:167�168）。その後，パウタケットには

1800年までの間に新たに29工場が設立され，1810年にはニューイングランド全体に広

まって，既設工場が62，建設中のものが25を数えるに至った。ただし，綿工業は農村

工業として普及し，「初期の木綿工場は紡績だけであって，織布はまったく手織の方法

によった」だけではなく，「木綿工場はしばしば，製粉，毛織物，製靴等の他の工場と

共通に使われていた」（小原1965:168）。したがって，豊富な水力資源は必要とされて

おらず，基本的には「家内制手工業」の段階にあった。

しかし，ナポレオンによる大陸封鎖への対抗措置として，イギリスが海上封鎖を行っ

たことが，アメリカ綿工業にとって大きな転換点となった。多くの商船を軍事転用せざ

るを得なかったために対米輸出が滞り，イギリスではラダイト運動が発生したのに対し

て，アメリカは輸入代替工業化が本格化した。転機の先駆けは1813年にマサチューセッ

ツ州ウォルサム（Waltham）に設立されたボストン製造会社（theBostonManufac-

turingCompany）であり，この会社は「紡績と織布の一貫工場（anintegratedspin-

ningandpowerweavingmill）」を経営していた（アレン2012:111）。この結果，工

場の立地傾向にも変化が生じ，「従来のような小工場を動かしていた細流は，もはや，

新しい大工場の動力源として不適当になり，工場は，ますます大河川の沿岸に集中する
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傾向が生じた」（小原1965:169）。たとえば，ボストン製造会社はチャールズ川（Char-

lesRiver）の水力では不十分となったため，山間地の豊富な水力資源を求めて「1820

年にメリマック川流域の地に工場敷地を買い入れ，かつての僻村から，ローウェル

Rowellという工場町を発生せしめた」（小原1965:169）。

ローウェルは1850年にはローウェル運河沿いに38の大規模工場が立ち並ぶアメリカ

綿工業の中心都市に成長していた。そして，成長の結果，再び水力不足に陥ったために，

1845年にメリマック川（MerimackRiver）の下流にローレンス（Lawrence）という

工業都市も建設されている。このように，アメリカ綿工業は，水力という「中央動力源」

を工場立地により「開発」することによって，「技術変化が工場制の導入につながった

（from technologicalchangetothefactorysystem）」（ノース2013:305）典型例な

のである。力織機化による労働生産性の向上によって労働者の収入が上昇すれば，労働

市場において「金銭的外部性（pecuniaryexternality）」が生じる。「労働節約型技術」

は「高賃金経済（high-wageeconomy）」（アレン2012）の所産であるが，技術導入に

より「高賃金経済」化に拍車がかかったことになる。アメリカ資本主義はまさにこのよ

うな循環の中で成長を遂げたのである。このため，もともと「低賃金経済（low-wage

economy）」を存立基盤とする「問屋制家内工業」は，アメリカにおいて優位性を保ち

得なかったのである。

Ⅲ．イノベーションと財産権の関係性

1．分業のメリットとイノベーション

イギリス産業革命とアメリカ産業革命の違いは，イノベーション過程を検討する上で

も重要である。イギリス産業革命におけるイノベーション過程に関して，ノース（2013:

306）は「分業が進んだ（increasedspecialization）結果，組織・機構のイノベーショ

ン（organizationalinnovations）が起き，それが技術変化（thetechnicalchange）

を促した」と分析している。分業がイノベーションを促進するという考え方は古くから

存在する。たとえば，アダム・スミス（2000:31）は「労働がそれほどにも容易になり

短縮されるようなすべての機械の発明が，もともとは分業に起因するものであったよう

に思われる（theinventionofallthosemachinesbywhichlabourissomuchfacili-

tatedandabridgedseemstohavebeenoriginallyowingtothedivisionoflabour）」

と述べている。また，そうした機械の多くが「ふつうの職人の発明であった（thein-

ventionsofcommonworkmen）」とも述べている（スミス2000:32）。

工場制手工業の記述として名高い「ピン製造の職業（thetradeofthepin-maker）」

に関しても，「そこで使用される機械（themachineryemployedinit）」の「発明も
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おそらく同じ分業が引き起こしたもの（totheinventionofwhichthesamedivision

oflabourhasprobablygivenoccasion）」だと述べている（スミス2000:24）。この

ため，分業のメリットのひとつとして，アダム・スミス（2000:29）は「労働を容易に

し，省略し，一人で多数の仕事ができるようにする多数の機械の発明（theinvention

ofagreatnumberofmachineswhichfacilitateandabridgerlabour,andenable

onemantodotheworkofmany）」をあげている。マーシャル（1966:235）もこの

見解を支持している。彼は，このように市場の拡大によって「分業の進展（subdivi-

sionoflavour）」が生じ，「機械の改良（theimprovementofmachinery）」につな

がるイノベーション過程を「一般的な準則（ageneralrule）」とまで呼んでいる。

ノース（2013:305）はイギリス産業革命が「問屋制家内工業」から「工場制」への

移行を通じて生じたと考えている。しかし，産業革命は必ずしも「問屋制家内工業」の

終焉を意味しなかった。イギリスにおけるイノベーション過程を検討する上でより重要

なのは，「問屋制家内工業」もまた分業のメリットを享受し得たということである。た

とえば，スミス（2000:32）は「機械を造ること」を「特定の職業（thebusinessofa

particulartrade）」とする「機械製作者（themakersofthemachines）」について言

及している。つまり，社会的分業が進展し，機械の市場も成立していたのである。この

ため，「きわめて遠隔な地方に住んでいる他の職人の所へ原料を輸送する（transport-

ingthematerials）」状況にあった毛織物業に関して，羊毛を刈る鋏のような「ごく単

純な機械（verysimplemachine）」から，船や水車，織機といった「複雑な機械

（complicatedmachines）」に至るまで様々な機械が使用されている状況にも言及して

いる（スミス2000:34）。このように，「問屋制家内工業」においても，イノベーション

は着実に進展していたのである。

このため，イギリス産業革命期にすべての産業分野が「工場制」に移行したわけでは

なかった。ノース（2013:304）も「イギリスでは1820年代になっても，まだ問屋制が

主流だった」と指摘し，その産業分野のひとつとして「小さな金属製品（smallmetal

wares）の生産」をあげている。スティグラー（1975:177）によれば，「金属業の中心

地であるバーミンガム（Birmingham）では，特化（specialism）が信じられないほど

に進んでいた」。1860年頃の銃器製造業者の大半は小さな区域の中で働いており，産業

集積により最先端の地位を築いていた。このうち，「鉄砲作りの親方（themastergun-

maker）」が「工場や作業場を所有することはまれであ」り，通常は「倉庫（aware-

house）を持っているだけ」であった（スティグラー1975:178）。そして，その主な仕

事は銃の各部品を「材料製作人（material-makers）」から購入し，購入した部品を一

連の「組立人（setters-up）」に手渡すことであった（スティグラー1975:178）。「材料

製作人」は各部品とも独立した生産者であり，組立人も工程別にそれぞれ専門の職人が
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存在していたのであった。

これは見事な「問屋制家内工業」である。しかし，こうした分業体系は旧い財産権の

体系になりつつあった。たとえば，スティグラー（1975:178）はその後の銃器製造業

では「アメリカの生産技術革新（Americaninnovationsinproductiontechniques）

が革命的であ」り，「バーミンガムにおいて採用されていた組織（theorganizationin

Birmingham）が，技術革新のための実験を行わしめる条件（provisionfortechnical

experimentation）に欠けていた」と指摘している。ここで何より重要なのは，イギリ

スとアメリカとで産業組織の設計アーキテクチュアに根本的な違いがあったということ

である。1854年に設置されたイギリス議会の小委員会に対して，アメリカの銃器製造

業者サミュエル・コルトは「機械で生産できないものは何もない（thereisnothing

thatcannotbeproducedbymachinery）」と断言している（ハウンシュエル1998:

28）。この言葉は製造業が「労働節約型技術」に依存せざるを得なかったアメリカ経済

の状況を表現しているが，それ以上に「工場制」と「問屋制家内工業」との間にある決

定的な違いをも反映しているのである。

2．イノベーションの加速化について

分業に伴って技術進歩は専門化・細分化の方向に向かう。技術進歩もこの方向に沿う

ため，発明される機械は基本的に汎用性に乏しいものとなる。これに対して，アメリカ

で発達した工作機械は逆に汎用性の高さを特徴としていた。いわゆる「アメリカ式製造

方式（theAmericanSystem）」として結実する継続的な技術進歩の特徴は「技術的収

斂（technologicalconvergence）」（Rosenberg1976）にあった。アメリカではあら

ゆる製造業の分野において「労働節約型技術」に対する社会的需要が大きく，多くの製

造業が金属加工部門において共通の技術的課題を抱えていた。このため，ある産業分野

において何らかの技術的課題が解決されると，その技術を具現化した工作機械が他の産

業分野にも急速に普及した。この結果，技術進歩が目的論的に展開したかのように思え

るのである。たとえば，アメリカは1830年代半ばには既に蒸気機関車の輸入代替工業

化を果たした。しかし，1820年代当時，アメリカに工作機械産業は存在しなかったの

であって，当初，蒸気機関車を製造していたのは紡織工場に併設され，紡績機や力織機

を製造・販売していた機械製造工場であった（8）。つまり，紡績機や力織機製造で蓄積さ

れた技術を蒸気機関車の製造に応用したのである。

銃器製造業で開発された工作機械も，縫製用ミシンや自転車，自動車産業の発展を技

術的に後押しすることになった。したがって，「新技術の開発に伴う社会的な収益率

（thesocialrateofreturnfrom developingnewtechniques）」（ノース2013:298）

は非常に高かったことになる。しかし，「技術的収斂」は「工場制」が普及し，技術的
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課題を共有する中で生じており，分業の結果ではない。この意味において，特殊アメリ

カ的な技術進歩であった。また，「技術的収斂」は知的財産権の設定に起因するもので

はなく，Rosenberg（1976:18）は技術進歩が「無料の技術的投入（freetechnological

inputs）」，つまり「公共財（publicgoods）」となったと指摘する。新開発の技術が他

の産業に急速に普及することによって，「技能と技術的知識の共有資源（thepoolof

skillandtechnicalknowledge）」（Rosenberg1976:19）が誕生し，共有資源を拡大

する過程で産業間に技術面での活発な相互作用が見られたのである。このように，「技

術的収斂」は国民的規模での技術的な「学習過程（learningprocess）」（Rosenberg

1976:17）でもあった。

南北戦争後のアメリカは，イギリス産業革命と同様に，「技術変化のペース（therate

oftechnicalchange）がなぜこの時代に加速したのか」（ノース2013:300）という問

題を検討する好材料を提供していると言える。過去の「景気拡大の時代（erasofeco-

nomicexpansion）」における「急激な技術変化（anincreaseintherateoftechnical

change）」に関して，ノース（2013:299�300）は仮に「イノベーションに財産権が設

定されない場合（intheabsenceofpropertyrightsoverinnovation）」であろうと，

「市場規模が拡大すれば（withlargermarkets），イノベーションの私的な収益率（the

privatereturnuponinnovation）が増す」と指摘している。イギリス産業革命を牽

引したのが輸出市場の拡大であり，「問屋制家内工業」は分業を拡大することで対応し

た。この結果，イノベーションも進展したが，特定の工程に特化し，汎用性に乏しい工

作機械が開発されていった（9）。これに対して，南北戦争後のアメリカにおいては鉄道建

設を起爆剤として拡大した国内市場が牽引役を果たした。また，経済発展の初期段階か

ら「工場制」が普及し，各産業分野間で技術的課題が共有されていたため，アメリカで

開発された工作機械は汎用性が高かった。

アメリカが急成長を遂げることができたのは，このように「技術変化のペース」の点

で「工場制」が「問屋制家内工業」より優れていたからである（10）。そして，急速な技術

進歩によって，新しい財産権も誕生した。「大量生産と大量流通の統合（theintegra-

tionofmassproductionwithmassdistribution）」が企業にとって死活問題となっ

たため，「アメリカ企業の経営革命（themanagerialrevolutioninAmericanbusi-

ness）」が生み出された（ノース2013:319）。この変革の本質は一連の「ルールとルー

ルを守らせる手続き（asetofrulesandcomplianceprocedures）」とを編み出し，

「新しい技術に付随する取引コスト（thetransactioncostsattendantonthenew

technology）を削減しょうとした」点にあった（ノース2013:319）。こうした新しい

財産権が求められていたのは「新しい技術の潜在力（theproductivepotentialofthe

newtechnology）を活かす」ために，「職種・地域の両面で未曽有の規模の特化と分
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業（bothoccupationalandterritorialspecializationanddivisionoflabor）」が必

要とされていたからであった（ノース2013:319）。そして，この結果，国家の経済政策

は市場合理的な性格を強めていくこととなった（11）。

3．近代日本との接点 技術進歩から制度的進化へ

このように，アメリカでは市場の拡大が技術進歩のペースを牽引すると同時に，技術

進歩が市場の拡大を後押ししていた。つまり，「新たな技術の登場で輸送コストと情報

コスト（transportationandinformationcosts）が下がるにつれ，地方や国内にとど

まらず，世界的規模で特化（regional,national,andworld-widespecialization）が

進んだ」（ノース2013:324）。交通革命の時代を代表する「新たな技術」は鉄道と通信

の技術であった。この「新たな技術」の歴史的意義を検討するに際しては，日米間にお

ける同時代的な相互作用という観点が不可欠となる。たとえば，一方で日本の側から見

た場合，1869年にアメリカ初の大陸横断鉄道が完成したことによって，輸出品に関す

る「輸送コストと情報コスト」を大幅に軽減された。他方でアメリカ側から見た場合，

大陸横断鉄道が国内において西部開拓を本格化させただけではなく，実は日本・中国か

ら大量に輸出された生糸の輸送費がもともと人口希薄な地域に建設された鉄道を �ドル

箱�路線に変えてもいた。この結果，アメリカでは大陸横断鉄道建設ラッシュが起こり，

シルク・トレインが誕生する一方でフロンティアの消滅が急速に進展していった。そし

て，アメリカ資本主義の発達に刺激され，日本では各地に製糸業や羽二重等に「特化」

したマーシャル的な「産業地域（industrialdistrict）」の形成が促され，そうした在来

産業が日本社会の「離陸（take-off）」を牽引したのであった。

ここで肝心なのは，この「離陸」を実現するために，日本の在来産業が「アメリカ企

業の経営革命」の要請に応える市場制度を整備しなければならなかったということであ

る。具体的には製品の均質化に対する要請であって，この点は従来から指摘されてきた

問題ではある。前述のように，ノース（2013）は「自主組織」の役割を考察の対象外と

しているが，均質化による市場の効率化という問題に新たな可能性を切り拓き得る視点

も持ち合わせている。たとえば，ノース（2013:299）は「商標（trademark），著作

権（copyright），企業秘密（tradesecret），特許法（patentlaw）は発明者や刷新者

（theinventorandinnovator）に一定の独占権（somedegreeofexclusiverights）

を与える」ものであるが，その意義については100年以上も論争が続いていると指摘し

ている。ノース（2013）はこれらのうちで特許権を最も重視しているのだが，同時に特

許法そのものよりも「非人格的な法体系を確立・執行（thedevelopmentandenforc-

ingofabodyofimpersonallaw）して，財産権を規定する契約を保護・執行するこ

と（protectingandenforcingcontractsinwhichpropertyrightsarespecified）」
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の方が重要だとも述べている（ノース2013:299）。ここには「自主組織」による「財産

権の保護」の問題も含まれ得る。

この観点に立った場合，日本の在来産業の発展に対して「商標」による財産権の確定

が果した役割が注目される。ひとつには各地の同業組合がそれぞれの「商標」を用いて

いたからであり，もうひとつにはアメリカにおける急速な技術進歩が日本にとっては技

術格差の拡大を意味していたからである。当面の間，日本には �しなやかな近代化�の

選択肢しか残されておらず，同業組合政策は �技術後進国�である日本の近代化の成否

を大きく左右した。実際，準則組合である福井県絹織物同業組合は，「商標」制度に品

質検査体制を組み合わせることで，輸出羽二重市場で高い信頼を獲得することに成功し，

1897（明治30）年に制定された重要輸出品同業組合法のモデルになった。その後も品

質改善の試みが継続的に行われ，1909（明治42）年に福井県絹織物同業組合は羽二重

の等級検査を県に移管し，生糸の品質検査に着手した。生糸の品質は「肉眼鑑定に至難」

であって「器械鑑別に依るの外なし」の状況であった（川俣絹織物同業組合1910:99）。

このために不正取引が横行し，地域的な対応が求められていたのである。

生糸の品質検査により，不正取引が抑制され財産権の効率性が高まる。ある地域が粗

製濫造という手段によって私的な収益率を上げようとしたために，その製品市場の縮小

という形で産業全体の収益率が低下し得る。こうした「外部性」を「内部化」する制度

的な仕組みが，同業組合による「商標」の使用であった。したがって，「商標」制度が

円滑に機能することにより，産地間での財産権の効率性の違いが市場メカニズムを通じ

て顕在化する状況が生まれた。羽二重産業の先進地は桐生・足利地方であったが，後進

地である福井・石川両県が市場におけるシェアにおいて大きく凌駕する結果になった。

この理由に関しては環境可能論（12）や近代化への志向（13）の強弱といった解釈が試みられ

てきたが，財産権の効率性における地域差という説明が最も説得的であるように思われ

る。このように，日本の輸出部門は需要の拡大期にあってモノ不足の状態にはなかった

が，「相対的に非効率な制度が消え，効率的な制度が残る（moreefficientorganiza-

tionalformswillreplacelessefficient）」（ノース2013:88）ことになった。

お わ り に

表面上，ノース（2013）とグローバル経済史は方法論的に対立している。しかし，日

本の近代化は双方を媒介し得る「知」のフロンティアであり，媒介に際してはノース

（2013）に立脚しつつ，グローバル経済史と方法論上の接点を模索する必要がある。こ

うした問題意識から，本稿ではまずノース（2013）の国家論に注目した。一般的な状況

として，新古典派経済学では「契約説」が主流であるが，一部ではマルクス経済学的な
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「収奪・搾取説」も支持されている。ノース（2013）は財産権理論を応用することで，

「収奪・搾取説」を旧い財産権によって支配集団の利益最大化を最優先している側面と

捉えると同時に，「契約説」を新たな財産権が発生しつつある状況と捉えた。そして，

本稿では以上の両面性を有する国家論は明治期の日本や産業革命期のイギリスをよく説

明することを明らかにした。

経済学の諸理論を批判的に検討することで，歴史分析へのインプリケーションを得よ

うとする試みにおいて，ノース（2013）は19世紀初頭のアメリカが「マルサス的制約」

にあったことを大前提としていた。しかし，グローバル経済史のアレン（2012）と同様

に，ハバカク・テーゼに立脚してこの前提を覆し，ノース（2013）の新古典派批判を再

検討すると，イギリス生まれの古典派経済学をアメリカ化することで新古典派経済学が

誕生したというインプリケーションを導き出すことができた。また，イギリスとアメリ

カにおける土地と労働力の相対価格の違いは，両国における技術発展の経路だけではな

く，生産組織の発展経路をも大きく規定するものであった。そして，こうした違いから，

イギリスとアメリカにおける技術進歩のペースに大きな違いが生じたことも説明できた。

急速な技術進歩によって，企業は大量生産と大量流通を統合する必要に迫られた。こ

の結果，19世紀後半にアメリカでは新たな財産権が誕生した。一方で技術後進国となっ

た日本において，この財産権は在来産業の近代化を規定する役割を果たした。在来産業

の近代化において中心的な役割を果たしたのが同業組合であり，新たな財産権の要請に

応えるべく製品の均質化に取り組んだ。この取り組みの中で同業組合が用いた商標によっ

て，産地ごとの財産権の効率性が浮き彫りになり，この結果，財産権が非効率な産地は

財産権が効率的な産地によって市場で淘汰されていった。そして，アメリカと日本が急

成長を遂げる際に，その起爆剤となったのがアメリカ大陸横断鉄道であった。

以上がノース（2013）を批判的に検討した結果である。冒頭で地域経済と世界経済を

無媒介に接合するアプローチには限界があると述べたが，国家を介在させる際に本稿が

通目したのは「相対的に非効率な制度が消え，効率的な制度が残る」という命題である。

本稿ではこの命題をまず幕末の日本に適用し，最後に羽二重産業に適用した。しかし，

モノ不足を前提とした命題であったため，イギリスとアメリカを対比させてこの制約を

解除する作業が，本稿の批判的検討に不可欠であった（14）。以上のように，本稿はノース

（2013）を忠実に概説するのではなく，発展的に継承することを目的としている。経済

学偏重の傾向が著しいため，地理学的な知見を加味することで歴史学との �均衡�を図

ろうと考えたのである。そして，モノ不足の前提を解除することで，ノース（2013）と

グローバル経済史が理論的に交差し得ることは十分に論証し得たと考えている。
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（1） 知的環境の違いも指摘しておかなければならない。日本の経済史学界では長らく唯物史観

が支配的だったため，理論経済学との学術交流は不活発であったと言える。これに対して，

アメリカでは経済史と理論経済学との間に大きな垣根が存在しない。たとえば，コース

（1992:42）は1920年代の「ランカシャーの綿工業においては，織工（aweaver）は，動

力と作業場を借り（rentpowerandshoproom），織機と糸を信用で入手する（obtain

loomsandyarnoncredit）ことができる」と述べている。家内工業の復活を示唆してい

るが，「動力」を使用している以上，「織機」は明らかに力織機である。明治期の日本でも電

力会社が電動機を賃貸しており，力織機も分割払いで購入可能だったのであり，ここには日

本の力織機化研究が学ぶべき豊かな知見が含まれている。

（2）「類推」を用いた理由は，「国家規模と軍事技術の関係に関する研究（thestudyofmili-

tarytechnologyinrelationshiptothesizeofstates）」が「経済史で特に手薄になって

いる分野（oneofthemostneglectedpartsofeconomichistory）」であり，「軍事技術

（militarytechnology）が政治構造に及ぼした影響（itsimplicationsforpoliticalstruc-

ture）を論じたものは非常に少ない」からである（ノース2013:59）。

（3）「協同組織」への評価はイデオロギー性が濃厚である。「企業」の本質に関しても，「企業

が権限によって統治されている（thefirmisgovernedbyauthority）」と指摘するコース

（1992）を「新左翼（NewLeftcritics）」呼ばわりしている（ノース3013:81）。

（4） 小原（1965:168）によれば，ニューイングランドでは「特殊の相続法によって，土地を

子供に均等に分配したために，多数の小農が発生し，副業をもたなければ生活ができない」

状況であった。このような相続法の下で，大土地所有制度は存続し得ない。

（5） この点以外に，①「私的な収益率と社会の収益率が一致する（privateandsocialreturns

areequated）」，②「収穫逓減を想定しない（assumesnodiminishingreturns）」，③「子

供を産むコストが個人と社会で同じ（theprivateandsocialcostsofhavingchildrenare

equated）」，④「貯蓄の収益率がプラスになる（apositivereturntosavings）」という批

判がある（ノース2013:20�21）。しかし，このうち①～③は「マルサス的制約」を想定して

いないという批判である。また，④も「市場が何の制約も受けずに拡大していた時代」であ

れば，条件として問題なく成立する。このように，新古典派経済学はまさに「アンテベラム

（antebellum）・エコノミクス」であった。

（6） 相対価格の変化によって新しい財産権が発生し，旧い財産権との調整が行われる。1840

年代の自由主義的諸改革は以上の観点から説明し得る。そして，自由主義的諸改革の発端は

明らかに鉄道投資ブームであった。これに対して，アメリカでは交通革命がある程度予測可

能であった。たとえば，鉄道投資ブームが伝播する以前から，西部開拓のために，蒸気機関

の船舶への応用が進んでいた（Rosenberg1976:179）。

（7） オックスフォード大学教授の H.J.ハバカク（1915�2002）が ・AmericanandBritish

Technologyinthe19thCentury・（Cambridge1962）で提起した問題である。「ハバカク・

テーゼ」の意義に関して，Rosenberg（1976:43）はアメリカ人が「技術開発のフロンティ

ア（technologicalfrontier）」を，労働力ないし資本の代わりに「豊富な天然資源（abun-

dantnaturalresources）」を利用することが可能な方向に推し進めたことを示唆している

と指摘している。アメリカで開発された技術は「労働節約型（labour-saving）」にして，

「資源集約型技術（resource-intensivetechnology）」，つまり「豊富な天然資源」を「浪費

（wastefulness）」する技術であったことを特徴としていた（Rosenberg1976:43�44）。ノー

ス（2013）はRosenbergのいくつかの研究を引用しており，明らかに以上の指摘を意図的

に無視している。ここまでしてモノ不足に固執する理由は，経済学的に「発生する制度の形
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態が予測可能」（ノース2013:88）だからの一点にあるように思われる。

（8） スティグラー（1975:172�173）は「綿業用機械産業（thecottontextilemachinery

industry）」における紡織機の自社製造を「垂直統合（verticalintegration）」と把握し，

産業の初期段階に見られる組織的な特徴と規定した。そして，産業の成長・拡大期に「垂直

非統合（verticaldisintegration）」が起こるとして，「垂直非統合」を地理的集中に伴う中

規模工場化の事実と関連づけようとした。これに対して，Rosenberg（1976:15）は地理的

集中に伴う中規模工場化と関連づける発想がマーシャル的集積論を下地にしていることを鋭

く見抜き，マーシャル的集積論では「技術的収斂」を把握し得ないと批判している。優れた

才能は分野を超えて響き合うものらしい。

（9） この場合，必然的に「技術的発展の方向」は不明瞭にならざるを得ない。前述のように，

1820年代においても「問屋制家内工業」が主流であったとすれば，古典派経済学に「科学

と技術が融合した（scienceandtechnologyhavebeenwedded）」（ノース2013:21）と

いう認識，あるいは産業革命によって「マルサス的制約」を脱却したという認識に欠けてい

ても全く不思議ではない。

（10） 双方の国において，技術進歩には「経路依存性（path-dependency）」が見られた。この

「経路」は地理的条件に大きく規定されており，イギリスが �高い土地と安い労働力�とい

う条件だったのに対して，アメリカでは �安い土地と高い労働力�が条件であった。このよ

うに，技術発展の「経路」は地理的条件に大きく規定されていた。

（11）「技術的収斂」におけるように，市場が「技術的発展の方向」を規定している場合，必然

的に国家が果し得る役割は限定的にならざるを得ず，外交政策によって「アメリカ企業の経

営革命」を援護射撃する程度に限られる。このため，日本の開発主義的な産業政策とは異なっ

た性質の経済政策となる。

（12） 山本（2005:7）は「自然的条件に基づく生産力の優位性」を環境可能論と呼んでいる。

羽二重産業に関して，数量経済史の牧野（1997:239）は「元々桐生が輸出向羽二重生産技

術の発祥の地であった」が，「羽二重の原料生糸は湿度に対する要求度が高く，そのため生

産の中心は高湿度の北陸地方へ移動した」と指摘している。しかし，こうした環境可能論的

な分析は，保湿性を高めるために福井県の織物業者が先糊という下拵の技術を開発し，その

技術が石川県にも伝播したという重大な事実を看過している。

（13） 牧野（1997:35）は桐生では「工場への指向を持たない賃機業を基礎に発展したために力

織機の普及が遅れ，輸出向羽二重のマーケットを石川，福井に奪われた」と指摘している。

しかし，福井・石川両県は力織機化の遥か以前に桐生・足利地方を凌駕している。北陸地方

ではバッタンを使用していたため，そもそも労働力を内部化せざるを得なかった。また，品

質管理制度が整備されたことで需要が拡大したことが，経営規模の拡大を促したのであって，

「工場への指向」は原因ではなく，結果に過ぎない。

（14） 資源が豊富なため，非効率的な財産権と効率的な財産権が併存する状況は，南北戦争以前

のアメリカを想起させる。この意味で，この命題は資源配分における市場メカニズムの淘汰

圧という新古典派的なシェーマに還元し得ない問題をも含んでいる。言い換えれば，ノース

（2013）は新古典派経済学を批判しているが，新古典派経済学を乗り越えることには成功し

ていない。

アレン，R.C.著，グローバル経済史研究会訳 2012．『なぜ豊かな国と貧しい国が生まれたのか』

NTT出版．

小原敬士1965．『近代資本主義の地理学』大明堂．
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